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Ⅰ. はじめに 

第 190 回通常国会において、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が成立し

た。平成 28 年度における調達価格等算定委員会は、この法改正を踏まえ議論を行

った。 

※以下、改正法による改正後の電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法を「新法」、改正前を「法」という。 

新法では、新たに以下の調達価格等の決定方式が導入された。 

（1）電気についてエネルギー源としての再生可能エネルギー源の効率的な利用を

促進するため誘導すべき再生可能エネルギー電気の価格の水準に関する目

標（以下「価格目標」という。）の設定【新法第３条第 12 項】 

これまでは、再生可能エネルギー電気を安定的かつ効率的に供給するために

通常要する費用等を基礎に調達価格を算定していたところ、事業者の努力やイ

ノベーションによるコスト低減を促す観点から、新法においては、電源毎に中

長期的な価格目標を設定することとされ、調達価格の決定においては価格目標

も勘案して定めるものとされた。 

（2）複数年度の調達価格等の設定【新法第３条第２項】 

これまでは、毎年度、当該年度の開始前に当該年度分のみの調達価格等を定

めていたところ、リードタイムの長い電源については、事業化決定後も適用さ

れる調達価格が決定していないリスクを負いながら、事業の具体化（環境影響

評価手続や地元調整等）を進めざるをえないことが課題であった。このため、

事業の予見可能性を高める観点から、新法において、必要に応じ複数年度の調

達価格等の設定を行うことができることとなった。 

（3）入札制度の導入【新法第４条等】 

新法において、再生可能エネルギー電気の供給価格について入札を実施する

ことにより、認定を受けることができる者を決定することが、再生可能エネル

ギー電気の利用に伴う電気の使用者の負担の軽減を図る上で有効であると経済

産業大臣が認めるときは、入札対象の区分等を指定することができることとな

った。また指定の際には、入札実施指針を策定することとされた。 

経済産業大臣が調達価格及び調達期間を定めるに当たっては、法（新法におい

ては第３条第７項）の規定に基づき、調達価格等算定委員会の意見を聴くことと

されていたところ、新法においては、これに加えて新たに価格目標の設定、入札

対象区分等の指定、入札実施指針の策定に当たっても、調達価格等算定委員会の

意見を聴くこととされた（新法第３条第 12 項、第４条第２項、第５条第４項）。
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そのため、新法の規定に従い、調達価格及び調達期間、価格目標、入札対象の区

分等、入札実施指針について、以下のとおり、調達価格等算定委員会の意見を取

りまとめた。 

経済産業大臣におかれては、本意見を元に価格目標を設定するとともに、また、

本意見を尊重して調達価格及び調達期間の決定、入札対象の区分等の指定、入札

実施指針の策定を行うことを求める。また、パブリックコメント等を実施した結

果として、本意見の内容と異なる決定をするときは、事前に調達価格等算定委員

会の意見を聴くように求める。 

調達価格等算定委員会として、どのような考え方で意見集約に至ったかを明ら

かにすることで、再生可能エネルギー発電事業者の事業の予測可能性を向上させ

るため、以下、意見集約に当たって、調達価格等算定委員会として合意した考え

方を記す。 
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Ⅱ. 分野横断的事項 

1．価格目標 

（1）価格目標の勘案について 

 価格目標については、発電事業者・メーカー等の努力やイノベーションに

よるコスト低減を促す観点から、新法において新たに盛り込まれたもので

ある。調達価格は、従来は、通常要する費用を基礎として、利潤や供給の

量の状況等を勘案し算定してきたが、今後は、価格目標も勘案した上で、

算定することとなる。 

 なお、価格目標は一要素として勘案されるものの、前提として足下の通常

要する費用を基礎として、調達価格を算定する点には変わりはなく、価格

目標は予め調達価格を決定するものではないことを確認した。 

（2）価格目標の示し方について 

 価格目標は、コスト低減を促す観点から設定された趣旨に鑑み、その示し

方としては、調達価格に限らず、発電コスト等が考えられることとした。 

 また、コスト低減に向けては、研究開発支援や導入環境整備等、総合的に

施策を展開していく必要があり、価格目標には、その達成のためにとられ

るべきこうした施策の方向性といったものも含まれると考えるものとした。 

 設定された価格目標については、再生可能エネルギーをめぐる情勢に大き

な変動があり、必要と認められる場合においては、見直される必要がある

ことを確認した。 

 

2．複数年度の調達価格等の設定 

 新法では、必要に応じ、事業者の予見可能性を高めるため、予め複数年度

の調達価格等の設定を行うことが可能とされている。 

 特にリードタイムの長い電源（風力、地熱、中小水力、バイオマス）につ

いては、単年度でなく、複数年度の調達価格設定を予め行うことが適当で

あると考えられるが、具体的な複数年度の年数の設定に当たっては、（事業

者が風況・地熱量・流量等の事前調査等を行い、大枠での出力規模を見込

み・立地等を含め固定価格買取制度（以下、「FIT」という。）上の設備認定

（以下、「FIT 認定」という。）の申請（以下、「FIT 申請」という。）をした

後）事業者が事業化の決定を行ってから、FIT 認定を取得し、調達価格が

決定されるまでの期間を基準とした。 
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 風力・地熱発電については、発電規模により環境影響評価法等の対象とな

る案件が多いが、従来は、事業者による事業化判断（配慮書手続の開始）

から、準備書手続終了後の FIT 申請・FIT 認定まで約３年～４年かかると

されていた。現在、環境影響評価手続の迅速化のため、期間の半減を目指

した環境調査の前倒調査の実証事業等の取組が実施されている。 

 従来のFITにおいては、環境影響評価法等に基づく準備書手続終了後にFIT

申請を行う運用とされていたが、平成 28 年 12 月５日より FIT 申請時期の

前倒しを行い、方法書手続を開始した段階で FIT 申請が可能となった（な

お、FIT 認定と環境影響評価手続は相互に独立して行われるものであり、

環境影響評価手続等によって、FIT 認定された出力規模が変更される可能

性がある）。 

 このような状況や、地元調整、関係法令の手続等を勘案し、風力・地熱発

電については、複数年度の調達価格を設定する期間については３年間とす

ることとした。（参考１） 

 20kW 未満の小型の風力発電については、設置までに要する期間が短い上、

まだ得られているデータも少なく、コスト動向を注視すべきことから、予

め３年間の調達価格を定めないこととした。 

【参考１】風力・地熱発電の複数年度価格について 

 

 水力・バイオマス発電については、事業者による事業化判断から約２年で

価格の決定（FIT 認定の取得）に至るが、地元調整や関係法令の手続に時

間がかかるおそれがあるため、複数年度の調達価格設定の期間については、

３年間と設定することとした。（参考２） 
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【参考２】水力・バイオマス発電の複数年度価格について 

 

 なお、10kW 未満の太陽光発電についても、設置期間は短いものの、上位 25％

の水準のシステム費用を目標とし、段階的にトップランナー的なアプロー

チで調達価格を引き下げ、コスト低減を促していく観点から、予め平成 31

年度（2019 年度）まで３年間の調達価格を設定することとした。【Ⅲ．２．

（２）参照】 

 

3．リプレースについて 

 我が国における再生可能エネルギー比率を継続的に高めていくためには、

再生可能エネルギー発電設備について、円滑な更新投資や適切なリプレー

スが行われる必要がある。 

 また、リプレースは、既存案件のインフラや環境を継承しつつ、最新の発

電機器を導入することにより、新設時と比較した場合に低コスト・低リス

クでの導入が可能であるという点で、再生可能エネルギーの導入拡大と国

民負担抑制に資するものであり、その促進は重要である。 

 一方で、原則としては、なるべく FIT に頼らずにリプレースを行うべきと

いう指摘もあることから、代替性の低いインフラの有効活用という観点で、

FIT の対象となるリプレースの調達価格区分を限定して定めることとした。 

 直近でも、風力・水力・地熱発電では、リプレースに向けた具体的な検討

が進められており、風力・地熱発電ではリプレースに相当する調達価格区

分が存在しないことから、新たに風力・地熱発電について、リプレースの

調達価格区分を設定し、FIT 認定の対象とすることとした。 

 リプレースの調達価格区分の設定に当たっては、同一地域・地点において、
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同一電源種の発電所の建替えが行われ、同一系統にアクセスされる場合を

対象とすることとし、出力の増加分についても、事業リスクの低減が認め

られ、国民負担を抑制する観点から、一律リプレースの調達価格区分とし

て整理することとした。 

 また、リプレースの調達価格区分に適用する調達価格については、既存の

案件のインフラや環境を継承しつつ、最新の発電機器を導入することによ

り、新設時と比較した場合に低コスト・低リスクでの導入が可能であるた

め、国民負担抑制の観点から、新規案件よりも低い調達価格とすることと

した。 

 なお、リプレースの促進のため、関連手続の整備が必要であるとの委員か

らの指摘があった。 

 

4．利潤配慮期間終了後の IRR の扱いについて 

 平成 27 年６月末に、法の規定（法附則第７条）に基づく３年間の「利潤配

慮期間」が終了したが、各再生可能エネルギーの供給の量を勘案し、平成

28 年度の調達価格の決定に当たっては、十分な FIT 認定・導入が進んでい

る太陽光についてのみ IRR を６％から５％に引き下げた。それ以外の電源

については、十分に導入が進んでいないことから、IRR の水準を維持する

こととした。 

 新法では、FIT 認定時点で調達価格が確定することとなるため、FIT 認定量

の動向とエネルギーミックスの見通しとの関係を踏まえ、FIT 認定が着実

に増加しているものについては、IRR の引き下げを検討する必要がある。 

 直近の導入量・FIT 認定量については、10kW 以上の太陽光発電は大幅に導

入が拡大している。風力発電については、FIT 認定量は、FIT 導入前の累積

導入量と比較すると倍増している。また、平成 28 年６月末時点で、環境影

響評価手続中で FIT 認定前のものは約 750 万 kW あると推定され、直近数年

間で大きく導入が進む見込みである。また、バイオマス発電についても、

特に一般木質等バイオマス発電の FIT 認定量は、FIT 導入前のバイオマス

発電全体の累積導入量の約 1.5 倍に達している。 

 一方で、風力発電については、環境影響評価手続を実施中の案件は多いも

のの、FIT 認定に至っている案件は限られており、また、バイオマス発電

を含め、まだ導入に至っている案件は少ない。 

 そのため、来年度は全電源の IRR を維持した上で、今後の導入量、FIT 認

定量等の推移を良く注視して、利潤配慮期間規定に基づく上乗せ分の IRR

の取扱について、引き続き検討を行うこととした。 
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5．コストデータについて 

 FIT 認定を受けて運転開始した設備には、法令に基づきコストデータを義務

的に提出させており、平成 29 年度以降の調達価格の算定に当たっても、実態

の費用を反映した当該コストデータを基礎とした。 

 ただし、法施行後４年を経て、太陽光発電を中心にデータが集積しつつある

ものの、運転開始まで長期の開発期間を要する電源（風力・地熱発電等）に

ついては、十分なデータが収集されているわけではない。 

 このため、前年度の調達価格等算定委員会で提示したデータも含め、今回の

分析対象とした。 

 また、中小水力発電については、規模・種類毎により細分化した分析を行う

ため、法令に基づき提出されたコストデータに加え、FIT の適用を受ける前

から運転開始している設備を含めてアンケート調査を行った結果も、今回の

分析対象とした。 

 なお、今年度の調達価格等算定委員会では、新法において新たに導入される

入札制度の詳細設計等を行うため、例年よりも早い 10 月から調達価格等算定

委員会を開催していることから、８月末までに報告されたデータを参照して

いる。 

 他方、例年は１月から調達価格等算定委員会を開始しており、12 月までのデ

ータを参照していたことから、来年度の議論で整合的な比較を行うため、平

成 28 年 12 月末までのデータも集計し、来年度の調達価格等算定委員会にお

いて参照することとする。 

 データの分析に当たっては、そもそものデータ数、分布の状況、年毎の変動

等を勘案し、「供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費用」

を基礎とするよう法及び新法で規定している趣旨を踏まえる必要がある。 
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Ⅲ.分野別事項 

1．太陽光発電 

（1） 価格目標 

 太陽光発電については、FIT 開始を受け、急速に導入が拡大したものの、シス

テム費用が欧州の約２倍の水準にあるなど、そのコスト低減が課題となって

いる。 

 調達価格については、これまでは通常要する費用を基礎に算定することとさ

れていた。今後は、調達価格の決定に当たって、新法で導入される価格目標

や入札制度も含めて、コスト効率的な導入を進めていくことが重要である。 

 更に、低コスト化・高効率化の研究開発や自立的導入のための制度整備等を

進め、FIT から自立した形での導入を目指すべきである。 

 このような考えに基づき、太陽光発電の価格目標については、以下の方向性

で設定すべきとした。 

＜価格目標＞ 

FIT からの自立を目指し、以下の水準を達成。 

非住宅用太陽光発電：2020 年に発電コスト 14 円/kWh、 

                 2030 年に発電コスト７円/kWh。 

住宅用太陽光発電：2019 年に調達価格が家庭用電気料金並み、 

         2020 年以降、早期に売電価格が電力市場価格並み。 

 なお、太陽光発電のコスト競争力強化等のための取組について検討を行うた

め、経済産業省において、有識者・業界団体で構成された「太陽光発電競争

力強化研究会」を、平成 28 年８月～９月に開催しており、本研究会で取りま

とめられたコスト低減の方向性を、価格目標の設定に当たって参照している。

（参考３・４） 
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【参考３】太陽光発電競争力強化研究会概要 

 

【参考４】太陽光発電競争力強化研究会取りまとめ（コスト低減イメージ） 
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（2） 10kW 未満 

① システム費用 

 10kW 未満の太陽光発電設備のシステム費用（太陽光パネル、パワーコン

ディショナー、架台、工事費を含む）については、毎年の価格下落傾向

を見越して、その直近の新築設置の平均値を採用してきている。平成 28

年７－９月期のコストデータでは新築価格は35.4万円/kWとなっており、

平成 28 年度の想定値（35.3 万円/kW）を若干上回っている。 

 一方で、既築設置を含めた通年の全体平均でみると、37.9 万円/kW から

36.7 万円/kW へと約 1.2 万円/kW 低下し、全体として引き続き低下傾向に

ある。（参考５） 

【参考５】10kW 未満太陽光発電のシステム費用の推移 

 

 また、10kW 未満の太陽光発電設備のシステム費用については、これまで

は新築費用の平均値を想定値として採用してきたが、コスト低減を図っ

ていくには、よりトップランナー的なアプローチで効率化を促していく

べきである。 

 多段階の流通構造の是正等を前提とすると、上位 25%のトップランナー水

準が適当であることとした。他方、流通構造の是正等には、一定の時間

がかかることから、上位 25％の水準のシステム費用を目指し、段階的に

３年間で調達価格を引き下げ、コスト低減を促していくことが適当であ

ることとした。 

 そのため、想定値としては、平成 29 年度は 33.6 万円/kW、平成 30 年度

は 32.2 万円/kW、平成 31 年度は 10kW 以上の太陽光と同様に上位 25％に

相当する 30.8 万円/kW を採用することとした。（参考６・７） 

 この水準は、平成 31 年度（2019 年度）に調達価格が家庭用電気料金水準
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並みとなることを達成するため、足下での運転維持費の低減傾向も勘案

すると、30 万円/kW 程度まで低減させていくとしていた価格目標とも整

合的である。 

【参考６】太陽光発電（10kW 未満）のシステム費用の水準 

 

【参考７】太陽光発電（10kW 未満）のシステム費用の分布 

 

 なお、東京電力・中部電力・関西電力管内以外では、10kW 未満でも出力

制御対応機器の設置が求められており、昨年度と同様にメーカー等への

ヒアリングを踏まえ、追加費用として1.0万円/kWを計上することとした。 
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② 運転維持費 

 運転維持費について、昨年度に引き続き、パネルメーカーや太陽光発電

協会へのヒアリングにより調査を実施した。 

 その結果、昨年度の結果と同様、発電量維持・安全性確保の観点から定

期点検が励行されており、稼働期間 20 年間では、①４年に１回以上の定

期点検（２万円程度/回）、②１回以上のパワーコンディショナーの交換

（20 万円程度/回）が一般的な相場ということであった。 

 kW あたりの費用でみると、年報データでは平均出力が平成 28 年には

5.0kW に達していることから、平成 28 年度の想定値（3,200 円/kW/年）

から、約 3,000 円/kW/年に低下している。 

 他方、年報データで確認された費用の平均値は約 2,000 円/kW/年、中央

値は０円/kW/年という結果であったが、これは対象となる太陽光発電設

備の設置年数が短いことから、点検費用やパワーコンディショナーの交

換費用が発生しておらず、過小となっていると考えられる。 

 したがって、想定値としては、昨年度と同水準の定期点検費用、パワー

コンディショナー交換に係る費用を計上し、平均出力の上昇分を反映し

た 3,000 円/kW/年を平成 29 年度～平成 31 年度において採用することと

した。 

③ 設備利用率、余剰売電比率 

 平成 28 年に収集された年報データから設備利用率を確認したところ、中

央値は 13.4%（平均値 13.4%）に達しており、昨年度の想定値 13.7％から

若干の低下はあるものの、ほぼ同水準であることが確認された。 

 また、余剰売電比率についても、中央値は 71.8%(平均値 70.1%)に達して

おり、想定値の 70%とほぼ同水準であることが確認された。更に、発電出

力と余剰売電比率について、回帰分析を行って検証したところ、平成 28

年１-３月以降運転開始案件では、平均出力 5.0kW での余剰売電比率は

71.8%となり、中央値に近い値となった。（参考８） 
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【参考８】10kW 未満太陽光発電の設備利用率・余剰売電比率 

 

 以上を踏まえ、平成 29 年度～平成 31 年度における調達価格の算定に当

たっての想定値として、平成 28 年度の想定値（設備利用率 13.7%、余剰

売電比率 70%）を据え置くこととした。 

④ ダブル発電価格 

 ダブル発電（エネファーム等の自家発電設備との併設）の場合、自家消

費の一部を自家発電が賄うため、太陽光発電の売電量の押し上げ効果が

ある。この場合にシングル発電価格と同じ価格を適用すると、シングル

発電に比べて収益率が著しく高くなることから、家庭用電気料金との差

額分を基に算定した売電量の押し上げ分を調整したダブル発電価格を適

用している。 

 他方、毎年のコスト低減・シングル発電の調達価格の低下に伴い、ダブ

ル発電の調達価格と家庭用電気料金の価格差は、縮小しつつある。（平成

28 年度のダブル発電価格：25 円、家庭用電気料金 24 円）（参考９） 

 更にダブル発電価格を引下げ、売電価格が家庭用電気料金と同額以下と

なると、シングル発電とダブル発電の収益の差がなくなるため、今年度

は 25 円で据え置くこととし、シングル発電価格が、家庭用電気料金と同

額になった段階でダブル発電価格の区分を撤廃し、シングル発電と同じ

価格を適用することとした。 
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【参考９】シングル発電とダブル発電の価格推移 

 

（3） 10kW 以上 

① システム費用 

 10kW 以上の太陽光発電設備のシステム費用について、通年での費用の推

移を規模別に見ると、50kW 以上 500kW 未満では 0.9 万円/kW 減、500kW 以

上 1,000kW 未満では、0.3 万円/kW 減、1,000kW 以上 2,000kW 未満では 0.6

万円/kW 減となっており、減少している。他方、10kW 以上 50kW 未満では

0.2 万円/kW 増、2,000kW 以上では 0.1 万円/kW 増となっており、ほぼ横

ばいとなっている。（参考 10） 

【参考 10】10kW 以上の太陽光発電のシステム費用の推移（規模別）

 

 

 昨年度の調達価格等算定委員会では、「効率的」な費用水準として、
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1,000kW 以上の上位 25%（10kW 以上の上位 15%）の値の 25.1 万円/kW を

想定値として採用したところ。 

 新たに収集された平成 28 年１-３月期から平成 28 年７-９月期のコスト

データから、昨年度と同様に 1,000kW 以上の上位 25%の値を見ると、24.4

万円/kW であった。これは 10kW 以上全体の上位 13%に相当し、効率化を

促していく観点からこの値（24.4 万円/kW）を想定値として採用すること

とした。（参考 11） 

【参考 11】10kW 以上全体・1,000kW 以上の太陽光発電のシステム費用分布 

 

② 土地造成費用 

 平成 28 年度の調達価格の算定に当たっては、平成 27 年１-３月期から平

成 27 年７-９月期に収集されたコストデータに基づくと、10kW 以上全体

の設備の土地造成費の平均値が 0.47 万円/kW となり、想定値（0.4 万円

/kW）と大きく変わらないことから、想定値を据え置いた。 

 新たに収集された平成 28 年１-３月期から平成 28 年７-９月期のコスト

データによれば、1,000kW 以上の設備の土地造成費は、平均値で 1.66 万

円/kW、中央値で 1.25 万円/kW、10kW 以上の全体の設備の土地造成費は平

均値で 0.53 万円/kW、中央値で 0.00 万円 /kW であった。 

 昨年度と同様に、想定値として採用している 10kW 以上全体の設備の平均

値（0.4 万円/kW)は、今年度の 10kW 以上の全体の平均値（0.53 万円/kW）

と大きく変わらないことから、平成 28 年度の想定値(0.4 万円/kW)を据え

置くこととした。（参考 12） 



 

17 

 

【参考 12】平成 28 年に収集された土地造成費のデータ 

 

③ 接続費用 

 平成 28 年度の調達価格の算定に当たっては、接続費用の上昇傾向や、出

力制御対応機器の設置費用の増加を踏まえ、平成 27 年度の想定値（1.35

万円/kW）を据え置いた。 

 平成 28 年１-３月期から平成 28 年７-９月期に収集されたコストデータ

によれば、1,000kW 以上の設備の接続費用は、平均値で 0.78 万円/kW、中

央値で 0.44 万円/kW となっており、昨年度と同様、平成 28 年度の調達価

格の算定の想定値を下回っている。 

 他方、上記のとおり出力制御対応機器の設置費用が今後発生する見込み

である。現在、実証事業を踏まえて、各社が開発を進めているものの、

特に大規模なものは市場未投入の企業が多く、まだ具体的な費用水準を

確認できないことから、出力制御対応機器の設置費用については、昨年

度同様に接続費用に含まれるものとして整理することとして、1.35 万円

/kW の想定値を据え置くこととした。（参考 13） 

【参考 13】平成 28 年に収集された接続費用のデータ 
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④ 運転維持費 

 平成 27 年７-９月期から平成 28 年７-９月期までに収集されたコストデ

ータによれば、1,000kW以上の設備の運転維持費は、平均値で0.6万円/kW/

年、中央値で 0.5 万円/kW/年であった。 

 平成 29 年度の調達価格の算定に当たっても、昨年度同様に 1,000kW 以上

の中央値を採用し、0.5 万円/kW/年を想定値とすることとした。（参考 14） 

【参考 14】平成 27 年７-９月期から平成 28 年７-９月期に収集された運転維持費のデータ 

 

⑤ 設備利用率 

 太陽光発電設備の設備利用率について、費用負担調整機関に蓄積された

調達電力量を、個々の認定を受けた設備の出力で除した値の平均をとっ

て確認した。（単純平均） 

 その結果、データをとることができる直近期間（平成 27 年７月-平成 28

年６月）では、設備利用率は 10kW 以上全体で昨年度の 13.5%から 13.8%

へ上昇、1,000kW 以上全体では 14.6%から 15.1%に上昇した。さらに

2,000kW 以上では 15.2％から 16.3%に上昇した。これは、パネルコスト低

下に伴う過積載が進んだことにより、上昇したものと考えられる。(参考

15) 
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【参考 15】太陽光発電（10kW 以上）の過積載の推移 

 

 平成 29 年度の調達価格の算定に当たって、設備利用率については、

1,000kW 以上では 15.1%に達しており、昨年度は 10kW 以上全体の平均値

を採用していたところだが、システム費用と同様にトップランナー的に

効率化を促していく観点から、1,000kW 以上の平均値 15.1%を想定値とし

て採用することとした。（参考 16） 

【参考 16】設備利用率のデータ（平成 27 年 7 月-平成 28 年 6 月） 

 

 

（4） 運転開始期限 

 新法における新認定制度では、未稼働案件の発生防止の観点から、10kW

以上の太陽光発電については、FIT 認定から３年の運転開始期限が設定さ

れている。 

 運転開始期限を超過した場合の扱いについて、調達価格を低減するのか、

調達期間を短縮するのかを定める必要があるが、ファイナンスの実態や

100%
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130%

26Q1 26Q2 26Q3 26Q4 27Q1 27Q2 27Q3 27Q4 28Q1 28Q2

過積載率（平均値）
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27Q3-28Q2の平均：115%
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事業者の予見可能性、交付金実務等に配慮し、調達期間を超過期間分だ

け月単位で短縮することとした。 

 入札対象案件についても、再生可能エネルギーの早期導入促進という趣

旨は変わらないため、入札対象外の 10kW 以上の太陽光と同様、落札後の

FIT 認定取得から３年の運転開始期限を設けることとした。また、運転開

始期限を超過した場合の措置についても同様に、調達期間を超過期間分

だけ月単位で短縮とすることとした。 

 なお、10kW 未満の太陽光発電については、１年の運転開始期限を超過し

た場合は、FIT 認定を失効することとされている。 
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2．風力発電 

（1） 価格目標 

 風力発電については、資本費、運転維持費の高さや、設備利用率の低さ

により、他国と比較しても発電コストが高いことから、導入拡大ととも

にコスト低減を進めていく必要がある。 

 そのため、新法を踏まえ、価格目標の設定や、複数年度価格の設定、価

格低減スケジュールの提示により、投資の予見可能性を与えつつ、コス

ト低減を促していくことが重要である。 

 更に、導入環境整備や、低コスト化・設備利用率向上に向けた取組の支

援（スマートメンテナンス等）を進めることにより、FIT から自立した

形での導入を目指していくべきである。 

 このような考えに基づき、風力発電（20kW 以上の陸上風力発電）の価

格目標については、以下の方向性で設定すべきとした。 

＜価格目標＞ 

2030 年までに、発電コスト８～９円/kWh を実現。 

FIT から自立した形での導入を目指す。 

 なお、風力発電のコスト競争力強化等のための取組について検討を行う

ため、経済産業省にて有識者・業界団体で構成された「風力発電競争力

強化研究会」を平成 28 年８月～９月に開催しており、本研究会で取り

まとめられたコスト低減の方向性を、価格目標の設定に当たって参照し

ている。（参考 17・18） 
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【参考 17】風力発電競争力強化研究会 

 

【参考 18】風力発電競争力強化研究会のコスト低減に関する取りまとめ 
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 なお、20kW 未満の小型風力発電、洋上風力発電については、20kW 以上

の陸上風力発電とは導入状況等が異なることから、価格目標については、

以下の方向性で設定すべきとした。 

＜価格目標＞ 

・20kW 未満の小型風力発電 

導入動向を見極めながら、コスト低減を促し、FIT からの中長期的な自立化

を図る。 

・洋上風力発電 

導入環境整備を進めつつ、FIT からの中長期的な自立化を図る。 

（2） 20kW 以上 

① 資本費 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータは 49 件。平均値 34.2 万円

/kW、中央値 31.2 万円/kW であり、想定値(30 万円/kW)を上回っている。

しかし、現在FIT認定されている案件は大規模な案件が多いことから（平

均約 10,000ｋW）、アセス基準である 7,500kW 以上についてみると、平均

値 29.5 万円/kW、中央値 28.2 万円/kW となっている。（参考 19） 

【参考 19】陸上風力発電（20kW 以上）の出力と資本費の関係 

 

 現時点でも、FIT 認定されている案件の平均容量は約 10,000 万ｋWであ

り、将来の自立化に向けて、効率化を促していく観点から、トップラン

ナー的に、より大規模の 7,500kW 以上の資本費の中央値（28.2 万円/kW）



 

24 

 

を想定値として採用することとした。 

② 運転維持費 

 制度開始以降得られた運転維持費のコストデータは 281 件。平均値 1.52

万円/kW/年、中央値 1.13 万円/kW/年であり、ともに想定値（0.6 万円/kW/

年）を上回る。7,500kW 以上の案件についてみると、平均値 1.09 万円/kW/

年、中央値 0.93 万円/kW/年となっている。（参考 20） 

【参考 20】陸上風力発電（20kW 以上）の出力と運転維持費の関係 

 

 資本費と同様、トップランナー的に、より大規模の 7,500kW 以上の運転

維持費の中央値（0.93 万円/kW/年）を想定値として採用することとした。 

③ 設備利用率 

 風力発電設備の設備利用率について、費用負担調整機関に蓄積された調

達電力量を、個々の FIT 認定を受けた設備出力で除した値の平均をとっ

て確認した。その結果、全体での平均設備利用率は 18.8％、平成 28 年

度の想定値（20%）を下回っているものの、直近の 2011 年以降の設備利

用率は平均 24.2％となり、一部運転を停止している案件の影響を除外す

るため、中央値を見ると、24.8％となっている。（参考 21） 

 また、昨年度の調達価格等算定委員会での指摘を踏まえ、今後運転開始

する案件において、見込みの設備利用率について、アンケート調査を行

った結果、全体 44 件で平均値・中央値が 24.9％、算定根拠を確認した

上で、設備利用率が異常に高い又は低い案件を除いた 30 件では、平均

値 25.3％、中央値 25.0％となる。 
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 実績として設備利用率の上昇が見られ、今後運転開始する案件へのアン

ケート調査でもほぼ同等の結果となったことから、設備利用率としては、

2011年以降に設置された案件の中央値24.8%を想定値として採用するこ

ととした。 

【参考 21】設備利用率のデータ（平成 27 年 7 月-平成 28 年 6 月） 

 

④ ３年間の調達価格の決定 

 20kW 以上の陸上風力発電については、予め３年間の調達価格を設定する

ことになる（Ⅱ．２参照）。 

 資本費については、平成 31 年度時点で、7,500kW 以上の資本費の水準を

達成することとし、段階的に価格を引き下げることとした。 

 具体的には、 

 平成 29 年度は、20kW 以上全体の中央値である資本費 31.2 万円/kW 

 平成 30 年度は、資本費 29.7 万円/kW 

 平成 31 年度は、7,500kW 以上の中央値である資本費 28.2 万円/kW 

を想定値として採用することとした。 

 運転維持費についても、資本費と同様に段階的に引き下げ、 

 平成 29 年度は、20kW 以上全体の中央値である運転維持費 1.13 万円

/kW/年 

 平成 30 年度は、運転維持費 1.03 万円/kW/年  

 平成 31 年度は、7,500kW 以上の中央値である運転維持費 0.93 万円

/kW/年 

を採用することとした。 
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 設備利用率は、20kW 以上全体で既に 24.8％に達しているため、平成 29

年度分から 24.8％を想定値として採用することとした。（参考 21） 

 引下げに当たっては、風力発電が集中的に導入されている北海道・東北

地域において、系統用蓄電池設置や募集プロセス等の系統連系対策が平

成 28 年度内目途に行われることになるが、当該プロセスを着実に実行

し、接続契約の締結を確保する観点から、経過措置的に平成 29 年度の

４月-９月の半年間は、調達価格を据え置くこととした。 

 なお、中長期的に資本費を低減させていく観点からは、系統問題への対

策が重要との委員からの指摘があった。 

 また、コスト低減の可能性（ポテンシャル）等を検討するため、今後、

資本費について、設備費・工事費・接続費用等の要素に分けて分析すべ

きとの委員からの指摘があった。 

（3） 20kW 未満 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータは 49 件。平均値は 146 万

円/kW であり、想定値（125 万円/kW）を上回っているが、中央値は 133

万円/kW であり、想定値と同水準となっているため、平成 28 年度の想定

値を据え置くこととした。（参考 22） 

 制度開始以降得られた運転維持費のコストデータは 10 件で、平均値は

3.1 万円/kW/年であるが、データ数が限られるため、今後のデータの蓄

積を待つ必要がある。 

 なお、20kW 未満の小型の風力発電については、設置期間が短い上、まだ

得られているデータも少なく、コスト動向を注視すべきことから、予め

３年間の調達価格を定めないこととした。【Ⅲ．２再掲】今後データ収

集を進め、来年度以降、調達価格の見直しについて議論を深めるべきで

ある。 
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【参考 22】陸上風力発電（20kW 未満）の出力と資本費の関係 

 

（4） 洋上風力発電 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータは 1 件、201 万円/kW であ

り、運転維持費のコストデータはまだ得られていないため、平成 28 年

度の想定値（資本費：56.5 万円/kW、運転維持費 2.25 万円/kW/年）を据

え置くこととした。 

 なお、洋上風力発電については、予め３年間の調達価格を決定すること

としたが（Ⅱ．２参照）、この３年間にわたって、平成 28 年度の想定値

を据え置くこととした。 

（5） リプレースの調達価格区分の設定 

 20kW 以上の陸上風力については、リプレースの調達価格区分を設定する

こととした（Ⅱ．３参照）。 

 設備の更新については、基本的に全て建替えとなるが、電源線等の系統

設備は基本的に全て流用可能となる。 

 事業リスクについては、風況データが整っている上、地元調整も済んで

いること、環境影響評価手続についても、新設案件に比較すると必要な

データも整いやすい状況にあることから、事業の確実性が高く、リスク

は低いと考えられる。 

 そのため、20kW 以上の陸上風力発電のリプレースについては、資本費か

らは、接続費用を差し引いた値を想定値として採用することとした。 

 また、想定するIRRとしては、現在風力発電は８％が設定されているが、

事業リスクの低さを反映させ、制度開始当初の 10kW 以上の太陽光に設

定されていた６％とすることとした。 
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 出力が増加する案件についても、事業リスクの低減が認められ、国民負

担の軽減を図る観点からも、一律リプレースの調達価格を適用すること

とした。 

 なお、現時点では、具体的なリプレース案件のコストデータは得られて

いないため、上記の形で調達価格の算定に当たっての想定値を設定した

が、具体的な案件のコストデータ等が収集されれば、更に検証していく

必要がある。 
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3．地熱発電 

（1） 価格目標 

 地熱発電は、地元調整や環境影響評価手続等に時間を要すること等によ

り開発期間が長いことや、掘削成功率が低く開発リスク・コストが高い

ことが課題となっており、15,000kW 以上の大規模案件は、 FIT の開始

後、まだ運転開始に至っていない。 

 一方、運転開始した後は、必要な追加掘削や設備修繕を行っていくこと

により、低コストで長期的な発電を行うことが可能。 

 そのため、当面は FIT に加え、地元理解促進や、環境影響評価手続の迅

速化等により、大規模案件の開発の円滑化を積極的に進めつつ、掘削に

係る技術開発等によって開発リスク・コストを低減し、中長期的には、

FIT からの自立化を図るべきである。 

 このような考えに基づき、地熱発電の価格目標については、以下の方向

性で設定すべきとした。 

＜価格目標＞ 

当面は、FIT に加え、地元理解促進や環境影響評価手続の迅速化等により、

大規模案件の開発を円滑化。 

中長期的には、技術開発等により開発リスク・コストを低減し、 FIT か

らの自立化を図る。 

（2） 15,000kW 未満 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータは 18 件。平均値 157 万円

/kW、中央値 160 万円/kW であり、想定値(123 万円/kW)を上回るが、平

均値を引き上げている非常に小規模で高額な案件を除くと、平均値は

138 万円/kW となることから、平成 28 年度の想定値を据え置くこととし

た。（参考 23） 
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【参考 23】地熱発電（15,000kW 未満）の出力と資本費の関係 

 

 制度開始以降得られた運転維持費のコストデータは８件。平均値 7.6 万

円/kW/年は、想定値（4.8 万円/kW/年）を上回る。30.9 万円/kW/年の案

件が平均値を引き上げており、この案件を除くと平均値4.3万円/kW/年、

中央値 4.4 万円/kW/年となり、想定値と同水準となることから、平成 28

年度の想定値を据え置くこととした。 

 なお、15,000kW 未満の地熱発電については、予め３年間の調達価格を決

定することとしたが（Ⅱ．２参照）、この３年間にわたって、平成 28 年

度の想定値を据え置くこととした。 

（3） 15,000kW 以上 

 現時点では、FIT 認定を受けた新規運転開始実績は無く、コストデータ

が収集されていないことから、平成 28 年度の想定値を据え置くことと

した。 

 なお、15,000kW 以上の地熱発電については、予め３年間の調達価格を決

定することとしたが（Ⅱ．２参照）、この３年間にわたって、平成 28 年

度の想定値を据え置くこととした。 

（4） リプレースの調達価格区分の設定について 

 地熱発電については、リプレースの調達価格区分を設定することとした

（Ⅱ．３参照）。 

 設備の更新については、（ア）地下設備を流用するケース、（イ）地下設

備を新たに掘削し新設するケースが存在し、電源線等の系統設備は基本

的に全て流用可能となる。 

 そのため、資本費からは、接続費用に加え、（ア）地下設備を流用する

ケースでは、地下設備の費用も差し引いた値を採用することとした。 
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 事業リスクについては、（ア）地下設備を流用するケース、（イ）地下設

備を新たに掘削し新設するケースで違いはあるものの、地下構造が判明

しているため、新規地点開発と比較すると、低減すると考えられる。 

 そのため、想定する IRR としては、現在地熱発電は 13％と設定されてい

るが、事業リスクの低さを反映させ、（ア）地下設備を流用するケース

では、当初の 10kW 以上の太陽光に設定されていた６％程度とし、（イ）

地下設備を新たに掘削し新設するケースでは、引き続き一定の掘削リス

クが存在することから、リスクが中程度の電源に対して適用するとして

いた８％程度の IRR を適用することとした。 

 出力が増加する案件についても、事業リスクの低減が認められ、国民負

担の軽減を図る観点からも、一律リプレース価格を適用することとした。

（再掲） 

 なお、現時点では、具体的なリプレース案件のコストデータは得られて

いないため、上記の形で調達価格の算定に当たっての想定値を設定した

が、具体的な案件のコストデータ等が収集されれば、更に検証していく

必要がある。（再掲） 
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4．中小水力発電 

（1） 価格目標 

 中小水力発電については、有望地点の探索や地元調整等に時間を要する

ことによる開発期間が長いこと、資本費のうち特に土木設備（導水路等）

のコストが高いことが課題となっている。 

 他方、一度新規に地点開発を行った後は、調達期間終了後も必要な修繕

を行っていくことにより、低コストで長期的な発電を行うことが可能で

ある。 

 そのため、当面は FIT に加え、流量調査等による開発におけるリスク低

減を進め、積極的に新規地点開発を促進しつつ、技術開発によるコスト

低減等も合わせて、中長期な FIT からの自立化を図るべきである。 

 このような考えに基づき、中小水力発電の価格目標については、以下の

方向性で設定すべきとした。 

＜価格目標＞ 

当面は FIT に加え、流量調査等によるリスク低減を進め、新規地点開発

を促進。 

新規地点開発後は低コストで発電可能であることも踏まえ、技術開発に

よるコスト低減等を進め、FIT からの中長期的な自立化を図る。 

（2） 資本費のコストデータ 

 資本費については、法令に基づくコストデータの報告は、FIT 開始後に

運転開始した案件に限られるため、後述の別区分化の分析を行うと、極

めてデータ数が少なくなる。そのため、中小水力発電については、FIT

開始前から運転開始している案件が多数存在することから、これらの案

件に対して資本費のコストデータの調査を行い、分析対象として加えて

いる。 

 200kW 未満についてのコストデータは 204 件。既存の水路等の活用で低

額で実施できており、既設導水路活用型に相当する案件を除くと（197

件）、平均値 307 万円/kW、中央値 194 万円/kW となる。そのうち、補助

金案件が多く含まれる 100kW 未満を除くと、平均値 139 万円/kW、中央

値 133 万円/kW となり、想定値（100 万円/kW）に近い水準となる。（参

考 24） 
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【参考 24】中小水力発電（200kW 未満）の出力と資本費の関係 

 

 200kW 以上 1,000kW 未満のコストデータは 94 件。既存の水路等の活用で

低額で実施できており、既設導水路活用型に相当する案件を除くと（79

件）、平均値 122 万円/kW、中央値 94 万円/kW。そのうち、300 万円/kW

以上の高額案件を除外すると、平均 103 万円/kW、中央値 94 万円/kW と

なり、想定値（80 万円/kW）に近い水準となる。（参考 25） 

【参考 25】中小水力発電（200 以上-1,000kW 未満）の出力と資本費の関係 

 

 1,000kW 以上 30,000kW 未満のコストデータは 65 件、既存の水路等の活

用で低額で実施できており、既設導水路活用型に相当する案件を除くと

（36 件）、 平均値 88 万円/kW、中央値 83 万円/kW となり、想定値（85

万円/kW）に近い水準となる。（参考 26） 

  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

0 50 100 150 200

総
資
本
費
（万

円
/k
W
)

発電出力(kW)

0

50

100

150

200

250

300

350

400

200 400 600 800 1,000

総
資
本
費
（万

円
/k
W
)

発電出力(kW)



 

34 

 

【参考 26】中小水力発電（1,000 以上-30,000kW 未満）の出力と資本費の関係 

 

（3） 運転維持費のコストデータ 

 200kW 未満について、制度開始以降得られた運転維持費のコストデータ

は 135 件。平均値 5.6 万円/kW/年、中央値 2.8 万円/kW/年となり、想定

値（7.5 万円/kW/年）を下回る。他方、大規模修繕の有無による変動を

注視する必要がある。（参考 27） 

【参考 27】中小水力発電（200kW 未満）の出力と運転維持費の関係 

 

 200kW 以上 1,000kW 未満については、コストデータは 81 件。平均値 2.5

万円/kW/年、中央値 1.6 万円/kW/年となり、想定値 6.9 万円/kW/年を下

回る。他方、大規模修繕の有無による変動を注視する必要がある。（参

考 28）  
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【参考 28】中小水力発電（200 以上 1,000kW 未満）の出力と運転維持費の関係 

 

 1,000kW 以上 30,000kW 未満については、コストデータは、55 件。平均

値 1.7 万円/kW/年、中央値 1.1 万円/kW/年となり、想定値（0.95 万円/kW/

年）とほぼ同水準となる。（参考 29） 

【参考 29】中小水力発電（1,000kW 以上 30,000kW 未満）の出力と運転維持費の関係 

 

（4） 価格区分の見直し及び今後の想定値について 

【価格区分の見直しの検証について】 

 中小水力発電について、業界団体(公営電気事業経営者会議、大口自家

発電施設者懇話会水力発電委員会、全国小水力利用推進協議会、水力発

電事業懇話会)の要望も踏まえ、 

①工事種類によって区分（水路式等の新設する設備が多い案件／上

下水道や、既存ダムの活用等の新設する設備が少ない案件）、 

②1,000kW 以上 30,000kW 未満の区分を 5,000kW で区分（1,000kW 以

上 5,000kW 未満/5,000kW 以上 30,000kW 未満）し、分析を行った。 
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①工事種類による区分について 

 資本費について工事の内容別に見ると、水路式等の新設する設備の多い

案件の方が、上下水道、既存ダム活用等の新設する設備の少ない案件に

比べて高い傾向にあるが、分布としてはほぼ重複している。（参考 30） 

【参考 30】中小水力発電の資本費分布 

 

②5,000kW 以上・未満での区分について 

 資本費について、5,000kW で切り分けると、1,000kW 以上 5,000kW 未満

（29件）では平均値93万円/kW、中央値85万円/kW、5,000kW以上30,000kW

未満（７件）では、平均値 69 万円/kW、中央値 52 万円/kW となり、規模

による差異が見られる。 

 運転維持費について、5,000kW で切り分けると、1,000kW 以上 5,000kW

未満については、コストデータは 39 件。平均値 1.8 万円/kW/年、中央

値 1.1 万円/kW/年。5,000kW 以上 30,000kW 未満については、コストデー

タは 15 件。平均値 1.3 万円/kW/年、中央値 1.0 万円/kW/年となり、規

模による差異は小さい。 

 

【価格区分の見直しの検証結果】 

 ①工事の範囲の大きさによる別区分化については、分布がほぼ重複して

いることや、同規模の中でも効率的な案件・地点から導入していくとい

う観点から、工事の範囲の違いによる区分は設けないこととした。 
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 ②5,000kW 以上・未満での別区分化については、資本費は規模による差

異が認められ、運転維持費については、規模による差異が小さく、ほぼ

想定値と同水準であることから、資本費のみ想定値の見直し（1,000kW

以上 5,000kW 未満：平均値 93 万円/kW、5,000kW 以上 30,000kW 未満：平

均値 69 万円/kW を採用）を行った上で、1,000kW 以上 5,000kW 未満、

5,000kW 以上 30,000kW 未満で別途の区分を設けることとした。 

 なお、5,000kW での別区分化を行う際は、現行の新設区分／既設導水路

活用型の区分を分ける基準（1.5km 以上の導水路の更新等）についても、

1,000kW 以上 5,000kW 未満、5,000kW 以上 30,000kW 未満で切り分け、

5,000kW 以上については、より厳しい基準を適用することとすべきであ

る。 

 また、1,000kW 未満の区分については、資本費・運転維持費とも、案件

による分散が非常に大きいことから、まずは現行の想定値の範囲で効率

的な地点・案件を推進しながら導入を進めていくという観点から、全て

想定値を据え置くこととした。 

 なお、中小水力発電については、予め３年間の調達価格を決定すること

としたが（Ⅱ．２参照）、区分の新設によって見直した想定値、据え置

くこととした想定値ともに、３年間にわたって適用することとした。 

 他方、先述（Ⅱ．２）のように、中小水力発電は、FIT 申請前に地元と

の調整などに時間がかかるケースが多い、リードタイムの長い電源であ

る。実際のケースを調査したところ、現在、地元自治体等との最終調整

に入っている案件もあることを踏まえ、新設で区分が変更され価格が下

がる区分（5,000kW 以上 30,000kW 未満）については、経過措置的に平成

29 年度の４月-９月の半年間は、現行価格を維持することとした。 

 

（5） 既設導水路活用型 

 既設導水路活用型については、まだコストデータが得られていない

1,000kW 未満については、想定値を据え置くこととした。 

 

 また、1,000kW 以上 30,000kW 未満については、1,000kW 以上 5,000kW 未

満、5,000kW 以上 30,000kW 未満で区分が分かれ、新設の調達価格区分に

ついて、資本費の想定値が見直されることとなるため、見直し後の新設

の調達価格区分の想定値（1,000kW 以上 5,000kW 未満:93 万円/kW、
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5,000kW 以上 30,000kW 未満:69 万円/kW）に対し、導水路の費用の割合

を差し引くこれまでの考え方を適用し、既設導水路活用型の資本費の想

定値を設定（1,000kW 以上 5,000kW 未満:46.5 万円/kW、5,000kW 以上

30,000kW 未満:34.5 万円/kW）することとした。 
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5．バイオマス発電 

（1） 価格目標 

 未利用木材等の木質等バイオマス発電の特長としては、コストの７割が

燃料費であるため、これらの燃料費の中長期的な低減が不可欠である。

また、継続的な発電に当たっては、安定的な燃料の調達が課題となって

いる。 

 そのため、林業政策とも連携し、マテリアル利用も含め、安定的かつ効

率的な燃料の調達を確保していくことが重要である。 

 また、廃棄物発電やメタン発酵発電については、廃棄物処理事業や畜産

業等の一部として、発電事業が実施されていることも踏まえ、関連施策

とも連携し、全体として効率化を図っていくことが重要である。 

 このような考えに基づき、バイオマス発電の価格目標については、以下

の方向性で設定すべきとした。 

＜価格目標＞ 

燃料の集材の効率化等の政策と連携を進めながら、FIT からの中長期的な

自立化を図る。 

（2） 木質等バイオマス（未利用木材、一般木材等、建設資材廃棄物）発電 

① 資本費のコストデータ 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータ（2,000kW 未満未利用木材

及び建築資材廃棄物を除く） は 34 件。平均値 44 万円/kW、中央値 43

万円/kW となり、想定値（41 万円/kW）とほぼ同水準となる。（参考 31） 

 2,000kW未満の未利用木材の資本費のコストデータは３件で、平均値153

万円/kW、中央値 70 万円/kW と想定値（62 万円/kW）を上回るが、これ

は非常に小規模な案件が数値を引き上げている。 

 建築資材廃棄物の資本費のコストデータは２件。平均値 50 万円/kW で想

定値（35 万円/kW）を上回る。 
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【参考 31】木質等バイオマス発電の出力と資本費の関係 

 

② 運転維持費のコストデータ 

 制度開始以降得られた運転維持費のコストデータ（2,000kW 未満未利用

木材を除く）は 35 件。平均値 5.2 万円/kW/年、中央値 4.4 万円/kW/年

となり、想定値(2.7 万円/kW/年)を上回る。これは、大規模な修繕が発

生した案件が、全体の値を引き上げているものと考えられる。（参考 32） 

 制度開始後得られた2,000kW未満の未利用木材の運転維持費のコストデ

ータは 6 件。平均値 15.1 万円/kW/年、中央値 10.4 万円/kW/年となり、

想定値(6.4 万円/kW/年)を上回るが、これは非常に小規模な案件が数値

を引き上げているためである。 

【参考 32】木質等バイオマス発電の出力と運転維持費の関係 
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③ 燃料費のコストデータ 

 木質等バイオマス発電は、燃料費がコスト構造の中で大きな割合を占め

る。ペレット、チップ等、燃料種により、カロリー量が異なることから、

カロリーベースでの費用を検証した。また、逆有償や、長期取引により

極端に低額な案件、少量で極端に高額な案件は対象から除外した。 

 制度開始以降得られたコストデータでは、燃料費は、未利用木材で 958

円/GJ（42 件）、うち 2,000kW 未満では、777 円/GJ（5 件）、一般木材等

で 644 円/GJ（59 件）、建設資材廃棄物は 347 円/GJ（35 件）であった。

（参考 33） 

【参考 33】木質等バイオマス発電の燃料費 

 

 

④ 大規模な一般木質バイオマスの別区分化及び今後の想定値について 

【検討の背景】 

 木質等バイオマス発電については、平成 28 年６月末時点で、①未利用

木材の FIT 認定量が 44 万 kW、導入量が 25 万 kW、 ②一般木材等の FIT

認定量は 322 万 kW 、導入量が 28 万 kW、 ③建設資材廃棄物の FIT 認定

量は 37 万 kW 、導入量が 34 万 kW となっており、量的には特に一般木材

のFIT認定量が約300万kWに達するなど急速に拡大している。（参考34） 
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【参考 34】木質等バイオマス発電の FIT 認定量・導入量について 

 

 現在の FIT 認定・導入件数を規模ごとにみると、10,000kW 未満では未利

用木材が中心となっており、10,000～20,000kW では未利用木材・一般木

材とも存在、20,000kW 以上はほとんどが一般木材となっている。（参考

35） 

 このような案件が急増する中、将来の木質等バイオマス発電の FIT から

の自立化の観点を踏まえつつ、よりコスト効率的な導入を図っていくこ

とが重要である。現在、一般木材については、5,700kW の発電所を前提

として、調達価格を算定しているところだが、上記の観点も踏まえ、大

規模な案件（20,000kW 以上）について、コストを検証の上、調達価格を

算定することとした。 
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【参考 35】木質等バイオマス発電の出力規模と FIT 認定・導入件数 

 

【検証内容】 

 資本費のコストデータで、20,000kW 以上の案件は 4 件、平均値 38 万円

/kW、中央値 40 万円/kW であった。（平成 28 年度の想定値：41 万円/kW） 

 運転維持費のコストデータで、20,000kW 以上の案件は 2件、平均値 2.4

万円/kW/年であった。（平成 28 年度の想定値：2.7 万円/kW/年） 

 一般木材の燃料費のコストデータで 20,000kW 以上の案件は 17 件、779

円/GJ であった。（平成 28 年度の想定値：750 円/GJ） 

 大規模な木質等バイオマス発電所については、一般的に発電効率は高い

水準にある。想定値として採用した発電所（5,700kW）については、26％

の発電効率を想定しているが、一般的に大規模なプラントについては、

30%以上の発電効率となっている。直近で運転開始予定の 20,000kW の木

質等バイオマス発電所について、ヒアリングで確認したところ、発電効

率は 32%であった。（参考 36）  
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【参考 36】木質等バイオマス発電の発電出力と発電効率の関係 

 

 

【検証結果】 

 資本費・運転維持費・燃料費については、20,000kW 以上の案件であって

も、想定値から著しい乖離は認められない。一方で、発電効率について

は、20,000kW 以上の案件は、5,700kW の案件とは、大きく異なる点が確

認された点を踏まえ、一般木材等の 20,000kW 以上について、別途の区

分を設けることとした。 

 そして、発電効率については、既に FIT 認定している案件で、更なる大

規模な案件も多く存在することから、20,000kW 以上の大規模な案件につ

いて、32%を見込むこととした。 

 その他の区分については、足下の傾向や、大規模修繕の発生等を踏まえ、

平成 28 年度の想定値を据え置くこととした。 

 なお、バイオマス発電については、予め３年間の調達価格を決定するこ

ととしたが（Ⅱ．２参照）、区分の新設によって見直した想定値、据え

置くこととした想定値ともに、３年間にわたって適用することとした。 

 他方、先述（Ⅱ．２）のように、バイオマス発電は、FIT 申請前に地元

との調整などに時間がかかるケースが多い、リードタイムの長い電源で

ある。実際のケースを調査したところ、現在、地元自治体等との最終調

整に入っている案件もあることを踏まえ、新たに区分が変更され価格が

下がる区分（20,000kW 以上の一般木材）については、経過措置的に、平

成 29 年度の４月-９月の半年間は、現行価格を維持するものとした。 
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 なお、これまでは主に専焼のプラントを前提に調達価格の算定を行って

いたが、石炭混焼の発電所については、より低コストで実施できている

との指摘もあることから、FIT 外の案件等を含め、既設の改造と新設の

違い、混焼率による違いなど、そのコストの実態を把握していく必要が

ある。 

 また、委員からは、 

 バイオマス発電について、その持続可能性・合法性をしっかりと担保し

ていくため、実態を把握した上で、必要であれば対応を検討するべき 

 調達期間終了後の FIT からの自立化の観点も踏まえ、熱電併給を促進し

ていく観点から、事例の調査や支援のあり方の検討等を進めていくこと

が重要 

との指摘があった。 

⑤ 農産物の収穫に伴って生じるバイオマスの扱いについて 

 昨年度の調達価格等算定委員会において、『「農産物の収穫に伴って生じ

るバイオマス」に該当しない PKS 以外の農産物由来のバイオマスの活用

の検討が進んでいる状況を踏まえて、実態を把握し、より実態に即した

区分のある方を今後に検討していく必要がある。』とされていたため、

改めてその確認を行った。 

 「農産物の収穫に伴って生じるバイオマス」については、「農産物の収

穫」は「農産物の刈取り作業等」及び「調製作業」と解釈されるため、

収穫された農産物そのもの（※1）、当該農産物の収穫工程に生じる副産

物（※2）並びに当該収穫物又は当該副産物を燃料用に加工（ハンドリ

ングの容易化や燃料性能の向上化等のための加工）したもの（※3）が

対象として定義されている。（参考 37） 
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【参考 37】定義のイメージ図 

 

 

 収穫とは、「栽培してきた作物の植物体の全体あるいは特定の部位を、

刈り取ったり摘み取ったり、掘ったりする」作業を指し、パームの実の

みならず、その幹であるパームトランクを収集する作業についても、こ

の中に含まれる。 

 他方、これまでは、「収穫」という作業の期間として、「毎回の」収穫に伴っ

て生じるバイオマスが、「農産物の収穫に伴って生じるバイオマス」として定

義されていた。 

 昨年度の当委員会の指摘を踏まえ、経済産業省において、パームの栽培

の実態を確認したところ、一定期間でパームを植え替えて収穫していく

という意味において、他の農産物とプロセスは同じであることが分かっ

た。 

 したがって、「果実等の目的物が収穫できなくなり、当該植物としての

寿命を終えるまでの 1サイクル」を「収穫」の範囲内と捉え、パームト

ランクについても、平成 29 年度から「農産物の収穫に伴って生じるバ

イオマス」の対象とすることを確認した。（参考 38） 

 これは、将来的なバイオマス発電の自立化に向けて、燃料間の競争の促

進にも資することとなる。  

機密性○ 

 

 

 

【収穫・調製】 

圃場から刈り取り・採取し

た作物を出荷するために、

農産物から不要な部分を物

理的に取り去る工程 

農産物 

（調製済み） 

農産物 

（未調製） 

主産物 

 

【製造・加工】 

手を加えて製品にするた

めの工程 

製造・加工に伴って 

生じる副産物 

収穫に伴って 

生じる副産物 

再利用 

農産物の収穫に伴って生じるバイオマス【２４円】 

その他のバイオマス【１７円】 

※1 

※1 

※2 

※3 

製品（燃料等） ※3 

ハンドリングの容易化、燃料性能向上の

観点からの加工によるものに限る 
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【参考 38】パームの栽培のサイクル 

 

（3） 廃棄物系バイオマス発電 

① 資本費 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータは 43件。平均値 85万円/kW、

中央値 75 万円/kW となり、想定値（31 万円/kW）を上回る。 

 現在の調達価格の前提は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリング

を踏まえ、大規模な設備を想定しているため、6,000kW 以上の設備（12

件）をみると、その平均値は 41.6 万円/kW となり、想定値に近い水準

となることから、平成28年度の想定値を据え置くこととした。（参考39） 

【参考 39】廃棄物バイオマス発電の出力と資本費の関係 
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② 運転維持費 

 制度開始以降得られた運転維持費のコストデータは 173 件。平均値 6.1

万円/kW/年、中央値 4.4 万円/kW/年となり、想定値（2.2 万円/kW/年）

を上回る。 

 現在の調達価格の前提は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリング

を踏まえ、大規模な設備を想定しているため、6,000kW 以上の設備（83

件）をみると、平均値 3.4 万円/kW/年、中央値 3.1 万円/kW/年となり、

想定値に近い水準となることから、平成 28 年度の想定値を据え置くこ

ととした。（参考 40） 

【参考 40】廃棄物バイオマス発電の出力と運転維持費の関係 

 

 

③ ３年間の調達価格の設定 

 なお、廃棄物系バイオマス発電については、予め３年間の調達価格を決

定することとしたが（Ⅱ．２参照）、この３年間にわたって、平成 28 年

度の想定値を据え置くこととした。 

 

（4） メタン発酵バイオガス発電 

① 資本費 

 制度開始以降得られた資本費のコストデータは 63 件。その平均値は 167

万円/kW、中央値は 136 万円/kW であった。そのうち 31 件が、過去に投

資をしたメタン発酵バイオガス発電に必要な発酵槽（101 万円/kW。新設



 

49 

 

案件のコストデータより。）を有効利用したケースであった。この点を

勘案し、実質的な資本費は、全体で平均値は 218 万円/kW、中央値は 198

万円/kW となるが、想定値（392 万円/kW）を下回った。（参考 41） 

 現在の調達価格の前提は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリング

を踏まえ、小規模な設備(50kW 程度)を想定しているため、50kW 未満の

設備をみると、平均値 279 万円/kW、中央値 273 万円/kW となる。 

 しかしながら、これらの設備は立地条件上、通常必要な設備（消化液処

理設備、脱臭設備等）が不要となっているケースが多く、今後の地域的

拡大を考えると、今後必要となる費用が増加する可能性もあるため、平

成 28 年度の想定値を据え置くこととした。 

【参考 41】メタン発酵バイオガス発電の出力と実質的な資本費の関係 

  

② 運転維持費 

 制度開始以降得られた運転維持費のコストデータは57件。平均値は10.3

万円/kW/年、中央値は 5.4 万円/kW/年であり、想定値（18.4 万円/kW/

年）を下回る。（参考 42） 

 メタン発酵バイオガス発電は、導入間もない案件が多いことから、現時

点においては、修繕・点検等の発生が少ない可能性も考えられることか

ら、平成 28 年度の想定値を据え置くことした。 
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【参考 42】メタン発酵バイオガス発電の出力と実質的な運転維持費の関係 

 

③ ３年間の調達価格の設定 

なお、メタン発酵バイオガス発電については、予め３年間の調達価格を

決定することとしたが（Ⅱ．２参照）、この３年間にわたって、平成 28

年度の想定値を据え置くこととした。 

 

 

 

Ⅳ. 調達価格、調達期間に関する結論 

 

 以上を踏まえ、平成 29 年度以降の調達価格、調達期間に関する当委員会の意

見を、別添のとおり取りまとめた。 
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Ⅴ．入札制度 

 入札制度については、新法上、経済産業大臣は、①再生可能エネルギー電気

の供給価格について入札を実施することにより認定を受けることができる

者を決定することが国民負担の軽減に有効であると認める際に、②入札対象

の区分等を指定することができ、その際には、③入札実施指針を策定するこ

ととされている。 

 新法では、入札対象として指定された区分等においては、調達価格を入札に

よって決定することとなり、入札の流れとしては、以下が想定されている。 

 入札に参加を希望する者は、入札に先立って再生可能エネルギー発電事

業計画を提出し、参加資格の有無を審査されることとなる。 

 入札参加資格が認められた者は、安定的かつ効率的に電気を供給できる

1kWh 当たりの価格と発電出力についての札を入れる。 

 最も安価な札を入れた者から順次、入札全体の募集容量に達するまでの

者を落札者とする。 

 落札者についてのみ、FIT 認定を取得する権利が付与されることとなる。 

 新法において、当委員会に意見を聴いて定めるとされている入札の具体的な

内容について、取りまとめた意見は以下の通りである。 

① 入札対象電源の区分 

 入札対象電源は、FIT 導入後、他電源と比べ、①導入が大幅に達成され

ていること、②充分な認定件数を有すること、③コスト低下のポテンシ

ャルが見込まれることから、10kW 以上の太陽光発電とした。 

② 試行的期間の設定 

 初年度（平成 29 年度）及び次年度（平成 30 年度）については試行的期

間として位置付け、平成 29 年度に第１回、平成 30 年度に第２・３回（２

年間で合計３回）を実施することとした。なお、平成 29 年度・平成 30

年度の当委員会にて入札結果を検証し、必要に応じて実施内容の見直し

を行うこととした。 

③ 当面の入札対象規模の設定 

 第１回～第３回における入札対象規模は、特別高圧連系が必要であり大

規模事業者間における競争による価格低減効果が期待される２MW 以上
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の太陽光発電とした。（参考 43） 

【参考 43】太陽光発電におけるシステム費の運開年別推移 

 

④ 入札量 

 入札量（入札全体の募集容量）は、十分な競争が起きる容量とするため、

近年における２MW 以上の太陽光発電の FIT 認定容量の動向を踏まえ、ま

た、事業者の予見可能性に配慮し、第１回～第３回で、合計１～1.5GW

を募集することとした上で、第１回における入札量は、最大募集容量

1.5GW の 1/3 の 500MW とした。 

 第２回・第３回の入札量は、第１回の結果を検証した上で設定すること

とした。（参考 44） 

【参考 44】太陽光の年度別件数・容量 
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⑤ 上限価格 

 上限価格は、第１回については、事業者の予見可能性に配慮し、入札対

象外の 10kW 以上の太陽光発電と同額とし、第２回・第３回については、

第１回の結果を検証した上で設定することとした。 

⑥ 落札者の調達価格等 

 価格低減効果の健全化の観点や、事業者の予見可能性を高める観点から、

調達価格の決定方式については、第１回から第３回においては応札額を

調達価格として採用する方式（pay as bid 方式）を採用することとした。 

 調達期間については、入札対象外の 10kW 以上の太陽光発電と同様、20 年

間とした。 

⑦ 入札実施主体 

 今後、入札対象件数が増大していく可能性があること等に鑑み、第 1 回

から指定入札機関を実施主体とすることとした。 

⑧ 入札参加資格 

 原則、FIT 申請の際の認定要件と同様の要件を求めることとした。 

 ただし、接続契約については、締結までに一定の時間を要することを考

慮し、参加要件としては求めず、FIT 認定取得までに工事費負担金契約ま

で締結することを求めることとした。 

 なお、入札に先立って接続契約(工事費負担金契約を含む)を締結し、系

統工事のためのコストを確定させた上で応札額を決定したいというニー

ズにも配慮し、入札対象案件の工事費負担金契約については、落札を経

た FIT 認定取得後の一定期間、支払期限の延長を可能とする措置を設け

ることとした。 

 入札対象電源が大規模太陽光発電であることを考慮し、予め、地域との

共生を図るための一定の取組（自治体への事業計画の説明、他法令の許

認可手続の確認等）を求めることとした。 

⑨ 手数料 

 指定入札機関が入札業務を運営するために必要な実費を勘案して手数料

を定めることとした。 



 

54 

 

⑩ 保証金 

 適正な入札実施を担保するため、入札参加者に対する保証金（第１次保

証金）を求めることとした。 

 落札者のみ FIT 認定を取得し事業実施することが可能となるため、落札

者の確実な事業実施を担保するため、落札者に対する保証金（第２次保

証金）を求めることとした。 

 第１次保証金は 500 円/kW、第２次保証金は 5,000 円/kW とした上で、正

当にプロセスを進めた事業者には全額返金することとした。 

⑪ 入札対象区分等の FIT 申請期限 

 申請の準備期間等を考慮し、落札結果の公表から 1 ヶ月以内の FIT 申請

を義務付けることとした。 

 落札案件については、落札時に実質的に決定した価格を FIT 認定取得に

よって早期に確定させ、速やかな事業実施を促すべきであるため、手続

に要する一定程度合理的な期間を配慮し、原則として、落札後 3 ヶ月以

内に FIT 認定を取得することを求めることとした。（参考 45） 

【参考 45】入札手続のフロー 

 

 

 

 

 

⑫ 入札に参加するために提出した事業計画からの変更 

 落札後速やかな FIT 認定取得を求めるため、FIT 認定取得前の事業変更は

認めないこととした。 

 FIT 認定取得後、出力の減少方向で事業内容が大幅に変わるような変更

（事業中止や大幅な出力減少等）は、その者による応札がなければその

出力分だけ他者による事業実施が可能であったと考えられ、コスト効率

的な再生可能エネルギーの導入を妨げるものであることから、第２次保

証金を全額没収することとし、FIT 認定を失効することとした。 
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 FIT 認定取得後の出力増加は、結果的に入札実施指針に定めた入札量（募

集総量）を超過するおそれがあるため、一切認めない（第２次保証金全

額没収＋FIT 認定失効）こととした。 

 落札案件の確実な事業実施を担保するため、FIT 申請時の事業計画に自ら

が記載した運転開始予定日の遵守を求め、運転開始予定日を超過した場

合には第 2次保証金を没収することとした（ただし、FIT の適用を受ける

ことは引き続き認める）。 

 他方、事業実施に際して、事業計画段階からの事情変更が起こりうるこ

とや、変更認定との整合性も考慮し、落札量に対して一定程度（20％）

までの出力減少については、減少分相当の保証金を没収することとした

上で、事業実施を認めることとした。 

 事業形態の多様性を許容する観点から、FIT 認定取得後の事業主体の変更

は認めることとした。（参考 46） 

【参考 46】入札に参加するために提出した事業計画からの変更 

 

⑬ 入札対象区分等の運転開始期限 

 入札対象案件についても、再生可能エネルギーの早期導入促進という趣

旨は変わらないため、入札対象外の 10kW 以上の太陽光発電と同様、落札

後の FIT 認定取得から３年の運転開始期限を設けることとした。また、

運転開始期限を超過した場合の措置についても同様に、調達期間を超過

期間分だけ月単位で短縮とすることとした。【再掲】 

⑭ 入札実施時期 

 事業機会の分散化と事務手続の時間を考慮し、原則、年２回（上期・下

期）実施することとした。ただし、平成 29 年度においては入札システム

の構築等が必要となるため、年１回の実施とすることとした。 
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 年度ごとに上限価格を更新することを想定しているため、年度内最後の

入札における落札者が年度内に FIT 認定を取得できるよう配慮してスケ

ジュールを設定することとした。（参考 47） 

【参考 47】当面の入札スケジュール 

 

 


